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評 価 事 業 名 称 環境保全型農業直接支払推進事務

050100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり

■基本施策 魅力ある農林業の振興

■施策 環境保全型農業の推進

03

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に定めはあるが任意の自治事務

法 令 等 の 名 称
環境保全型農業直接支払交付金要綱

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

環境保全型農業直接支援対策の円滑な推進を図るため、交付金交付事務等に必要な
経費。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

59

763

822

54

384

438

58

381

439

87

149

236

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成23年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 環境保全型
農業直接支
払推進事務

 ・取組経営対数（８経営体）・取組面積
 （206ha）・交付金額（9,567千円）

 ・取組経営対数（６経営体）・取組面積
 （223ha）・交付金額（8,774千円）

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 取組主体数 環境保全型農業活動に取
組んでいる農業主体数。

６団体８団体６団体８団体

02 取組面積（ha） 取組面積223ha176ha190ha256ha

1/2

事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

環境保全型農業直接支払交付金の適切な推進
が図られた。

問題点・課題等

補助金の手続き上、３月分の支払いに使用でき
ない。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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評 価 事 業 名 称 環境保全型農業直接支払交付金

050100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり

■基本施策 魅力ある農林業の振興

■施策 環境保全型農業の推進

03

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称
環境保全型農業直接支援対策実施要綱

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

化学肥料、農薬の使用を低減する等、環境負荷の軽減に配慮した持続的な農業を実践
する農業者に対し交付金を交付するもの。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

12,439

992

13,431

8,654

922

9,576

8,337

686

9,023

8,780

1,266

10,046

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成23年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 環境保全型
農業直接支
援対策事業

環境保全効果
の高い営農活
動に取り組む
農業者

 ・取組経営対数（８経営体）・取組面積
 （206ha）・交付金額（9,567千円）

 ・取組経営対数（６経営体）・取組面積
 （223ha）・交付金額（8,774千円）

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 取組主体数 環境保全型農業活動に取
組んでいる農業主体数。

６団体８団体６団体８団体

02 取組面積(ha) 取組面積223ha176ha190ha256ha

1/2

事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

環境保全効果の高い営農活動が積極的に行わ
れた。

問題点・課題等

他の交付金制度と事務や現地確認を行う時期が
重なるため、人員が不足している。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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154

評 価 事 業 名 称 多面的機能支払交付金事業

050100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり

■基本施策 魅力ある農林業の振興

■施策 環境保全型農業の推進

03

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令の実施義務（自治事務）

法 令 等 の 名 称
多面的機能支払交付金交付要綱、北上市多面的機能支払交付金交付規則

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

農地や農業用水等が有する多面的機能の維持・発揮に向けた農地法面の草刈りや水路
の泥上げ、農道の砂利補充などの農地・農業用施設の保全管理活動を支援するための
交付金を交付するもの。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

566,277

5,265

571,542

559,320

4,380

563,700

519,458

3,506

522,964

507,936

1,713

509,649

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 多面的機能
支払交付金
事業

活動組織  ○活動組織数　・農地維持支払 46組織
 

   　・資源向上支払（共同活動）46組織　・
   資源向上支払（長寿命化）37組織○総

 事業費（当初予算）　560,478千円※資
源向上支払（長寿命化）は活動計画の
87.5％を計上

 ○活動組織数　・農地維持支払 45組織
 

   　・資源向上支払（共同活動）45組織　・
   資源向上支払（長寿命化）36組織○総

 事業費507,928千円※資源向上支払（長
寿命化）は活動計画の68.8％

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 活動面積 農地維持支払交付金の活
動面積

7,107ha7,163ha7,157ha7,158ha

02 活動組織数 45組織46組織47組織47組織

1/2

事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

市内の農地、水路の維持管理が効果的に行わ
れた。

問題点・課題等

他の交付金制度と事務や現地確認を行う時期が
重なるため、人員が足りない。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)

2/2



事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 農林部農林企画課 ■担当係 農地林務係

155

評 価 事 業 名 称 多面的機能支払交付金事業活動支援事務費

050100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり

■基本施策 魅力ある農林業の振興

■施策 環境保全型農業の推進

03

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令の実施義務（自治事務）

法 令 等 の 名 称
多面的機能支払交付金交付要綱、北上市多面的機能支払交付金交付規則

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

多面的機能支払交付金事業を円滑に推進するための事務費

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

868

458

1,326

673

845

1,518

658

838

1,496

675

149

824

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 多面的機能
支払交付金
事業活動支
援事務費

活動組織    ○補助率国100％（県を通じて交付）○
    交付額　637千円○内訳：公用車リース

費、消耗品費等、通信運搬費

   ○補助率国100％（県を通じて交付）○
    交付額　621千円○内訳：公用車リース

費、消耗品費等、通信運搬費

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 推進事務費交付額(県から） 621千円605千円637千円850千円
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

多面的機能支払交付金の適切な推進が図られ
た。

問題点・課題等

補助金の手続き上、３月分の支払いに使用でき
ない。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 農林部農林企画課 ■担当係 農地林務係

163

評 価 事 業 名 称 林産物放射性物質検査事業

050100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり

■基本施策 魅力ある農林業の振興

■施策 環境保全型農業の推進

03

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

市民の食生活の安全を守るため、北上市内で生産・収穫される林産物が、放射性物質に
汚染されていないか、安全に食することができるかを確認するもの。北上市内産の林産
物の放射性物質検査について、自家消費用、産直出荷用分の簡易検査を民間事業者に
委託して実施する。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

139

992

1,131

94

1,076

1,170

88

457

545

44

224

268

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成25年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 林産物放射
性物質検査
事業

北上市内に住
所を有する個
人

検査検体数26件 検査検体数13件

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 放射性物質検査件数 自家用又は産直出荷用に
市内で採取された林産物に
ついて放射性物質簡易検
査を受けた件数

13件26件28件42件
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

検査を受けた検体すべてについて、国の基準値
を超える放射性セシウムは検出されなかった。

問題点・課題等

近年は放射性セシウムの検出がなく、検出限界
以下のものが過半を占めていることから、事業実
施の対象となる品目について検討し、必要に応じ
て絞り込む必要がある。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 農林部農林企画課 ■担当係 農地林務係

185

評 価 事 業 名 称 多面的機能支払交付金返還金

050100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり

■基本施策 魅力ある農林業の振興

■施策 環境保全型農業の推進

03

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令の実施義務（自治事務）

法 令 等 の 名 称
多面的機能支払交付金交付要綱、北上市多面的機能支払交付金交付規則

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

５年間の活動期間が終了する組織において、前年度交付額の３割以上の持越金の返還
を行うもの。■その他：交付時の負担割合は国1/2、県1/4、市1/4　　　　　　 市からは返
還額のうち3/4を県に返還する■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

6,791

6,791

16

75

91

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成26年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 多面的機能
支払交付金
返還金

活動組織   対象組織　1組織返還額　22千円

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

02 組織数 １組織３組織
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

適切に返還を行った。

問題点・課題等

返還が行われないよう、交付金の使用用途を毎
年度指導する必要がある。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 農林部農業振興課 ■担当係 園芸畜産係

054

評 価 事 業 名 称 農業用廃プラスチック処理費補助金

050200評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり

■基本施策 魅力ある農林業の振興

■施策 環境保全型農業の推進

03

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

意識高揚及び適正処理を実施することにより環境に配慮した北上型農業の確立。農家
から排出された使用済の農業用廃プラの適正処理の推進

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

678

1,374

2,052

716

1,921

2,637

684

915

1,599

1,100

2,086

3,186

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 農業用廃プラ
スチック処理
費補助金

北上市農業用
廃プラ適正処
理推進協議会

 【廃プラ】・処理費65円/㎏のうち11円補
  助・補助処理予定数量80,000㎏・補助金

  880,000円【育苗箱】・処理費32円/枚の
 うち６円補助・補助処理予定数量40,000

 枚・補助金240,000円

 【廃プラ】・処理費72円/㎏のうち11円補
  助・補助処理数量72,420㎏・補助金

  796,620円　【育苗箱】・処理費34円/枚
 のうち６円補助・処理数量48,674枚・補

助金292,044円

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 塩ビ・農ポリ系回収量 塩ビ・農ポリ系回収量　単
位：kg

72,420kg69,921kg72,999kg73,017㎏

02 排出農家戸数 年２回の排出農家総数（夏
秋の２回排出した重複農家
も２戸としてカウント）

912880853861

03 回収農家戸数当たりコスト 支出業務委託費-補助助成
/農家数

5,144円4,893円3,962円3,730円

1/2

事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

前年並みの廃プラスチックを回収し、適正に処理
を行った。また、補助金の単価を11円と設定し、
農業者の費用負担減を図った

問題点・課題等

全国的に廃プラスチックの処理料金が高騰して
いるため、農家負担の額も年々増加している

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

家から排出された使用済の農業用廃プラの適正処理の推進のた
め、今後も事業継続が必要

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 農林部農業振興課 ■担当係 園芸畜産係

058

評 価 事 業 名 称 北上市廃プラスチック適正処理推進協議会負担金

050200評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 ひと・技・資源を組合せ活気うまれるまちづくり

■基本施策 魅力ある農林業の振興

■施策 環境保全型農業の推進

03

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

農業用廃プラを適正に処理することで、環境に配慮した北上型農業の確立を図る。農業
用廃プラを適正に処理するため、関係機関・団体で構成する協議会を設置、年２回(春に
２日、秋に２日)回収業務を実施している。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

21

153

174

23

461

484

25

915

940

22

373

395

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 北上市廃プラ
スチック適正
処理推進協
議会負担金

北上市農業用
廃プラ適正処
理推進協議会

  ・事務局打合せ　２回・総会　１回・回収
作業　６月２回、11月２回

  ・事務局打合せ　２回・総会　１回・回収
作業　６月２回、11月２回

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 会議、研修会開催回数 会議、研修会開催回数3333

02 回収回数 回収日数　６月２回、11月２
回実施

4444

03 排出農家戸数 年２回の排出農家総数（夏
秋の２回排出した重複農家
は２戸としてカウント）

912880853861
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

北上市廃プラスチック適正処理推進協議会の運
営を適正に行った。

問題点・課題等

特に無し

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

農家から排出された使用済の農業用廃プラの適正処理の推進のた
め、今後も事業継続が必要

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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